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１．案件名 

水質検査体制強化プロジェクト 

（The Technical Cooperation Project for Strengthening Capacity for Water Quality 

Analysis and Monitoring System in Bangladesh） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

国民に安全な飲料水を供給するための基本的条件として公共機関による飲料水の水質検査の

強化が課題となっているバングラデシュ（以下「バ」国）において、その中核を担う公衆衛生

工学局（DPHE）の中央および地方ラボラトリー（以下、ラボ）を協力対象とする。本プロジェ

クトにおいては、当該ラボ職員の水質検査能力の向上と、日常業務を含めたラボの運営管理能

力の改善を図る。また、既存給水施設（主に深井戸）の継続的な水質モニタリング体制の確立

を念頭に、DPHE の郡職員によるサンプリングから地方ラボでの水質検査に至る一連の水質モニ

タリング手順を提案する。 

 

（２） 協力期間      ：2008 年から 2011 年までの 3年間 

（３） 協力総額（日本側） ：3.0 億円 

（４） 協力相手先機関   ：公衆衛生工学局（Department of Public Health Engineering: 

DPHE） 

（５） 国内協力機関    ：厚生労働省等 

（６） 裨益対象者及び規模  

直接裨益者：DPHE 中央ラボ、地方ラボの職員約 120 名 

間接裨益者：水質検査体制強化の結果、安全な水の供給をうける「バ」国民 1

億 3000 万人 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

「バ」国では、90 年代の地下水の砒素汚染の発覚以降、安全な飲料水供給の観点から体系的

な水質検査システム整備の重要性が指摘されてきた。2004 年 3 月に閣議承認された砒素緩和国

家政策の中では、砒素を含む水質検査の必要性が認識されており、具体的に、既存の井戸と代

替水源の水質検査のための関係者の能力向上、砒素分析のための器材が整備されたラボラトリ

ー（以下、ラボ）間のネットワークの構築という 2 点について、体制強化の必要性が明確に述

べられている。  

飲料水供給における水質確保の重要性が高まる中、公衆衛生工学局（DPHE）は 1980 年代より

水質検査活動を開始し、オランダ政府、JICA、DANIDA、世銀の支援により 11 箇所の地方ラボが

設置されている。全国に体系的な水質検査システムを構築するため、「バ」政府の要請に応じて

我が国は無償資金協力によって中央ラボ建設及び 2 地方ラボの整備を行い、2006 年 3 月に同施

設が完成した。  

「バ」国における水質検査体制の確立のためには、中央・地方ラボの運営管理、ラボ間の情

報伝達システム、水質データベース構築、中央・地方ラボの検査能力、地方ラボの品質管理等

のソフト面での能力開発が課題となっている。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

「バ」国砒素緩和国家政策（2004）及びその実行計画の中で、全ての砒素汚染地への代替水

源の設置、水質検査体制の構築、調査研究、地方政府機関の一層の関与、砒素患者への対処、

農業への影響にかかる研究等の必要性が指摘されている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 



2006 年 5 月に承認された対「バ」国別援助計画では、環境分野を重点分野の一つとしており、

同分野の下で砒素問題にも取り組むこととしている。現地 ODATF ではこの計画に沿って砒素セ

クター援助方針を策定し、水質検査体制の構築を一つの協力の柱としている。JICA の国別事業

実施計画においても、これら方針を踏まえて水質検査体制整備に取り組むことを明記している。

  

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【目標】 

DPHE の水質検査及び水質モニタリング実施の能力が向上する。 

【指標】 

• 十分な試薬及び器具が供給される。 

• 中央ラボ及び新設の地方ラボにおける水質検査サンプル数がXX %（注増加する。

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【目標】 

安全な飲料水を確保するために、水質モニタリングが適切に実施され、関連する水質サ

ーベイランス・システムが立ち上げられる。 

【指標】 

• 水質モニタリングされている水源数がXX本（注になる。 

• 水質モニタリングが定期的に実施されている。 

• 水質サーベイランスが実施される。 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

【アウトプット 1】 

DPHE 中央ラボ、地方ラボ・スタッフの水質検査能力が向上する。 

【活動】 

1) 水質検査に係る技術指導を行う。 

1)-1 ラボ・スタッフ（ケミスト、サンプル・アナライザー、サンプル・コレクタ

ー）に必要な職務能力・行動を明文化する。 

1)-2 パラメータごとの Standard Operation Procedure (SOP)を作成し改訂する。

1)-3 1)-3 を踏まえ、職能/階層別研修モジュールを策定する。 

1)-4 同研修モジュールにより研修を実施し研修結果を評価する。 

2) 水質検査精度管理体制（Quality Assurance / Quality Control: QA/QC）を確立す

る。 

2)-1 QA/QC マニュアルを整備する。 

2)-2 QA/QC 活動を実施する。 

2)-3 QA/QC マニュアルを改善する。 

3) ラボ・スタッフに対する On the Job Training (OJT)を実施する。 

4) ラボ・スタッフの分析能力向上の成果を広報するためのセミナーを開催する。 

【指標】 

• QA/QC マニュアルが 2008 年 12 月末までに整備される。 

• 研修モジュールが 2009 年 2 月までに策定される。 

• QA/QC 活動結果の成績が向上する。 

• 全てのラボ・スタッフが研修会において研修合格修了書を受ける。 

 

 

【アウトプット 2】 

中央ラボ、地方ラボの運営管理方法が改善される。 

【活動】 

1) 人員配置、資機材の維持管理及び各種記録に関するベースライン調査及びモニタリ



ングを各ラボで実施する。 

2) 業務規定を明文化する。 

3) 水質分析業務に関する業務手順を改善する。 

3)-1 試薬及び器具の台帳を標準化する。 

3)-2 試薬の使用量を調査する。 

3)-3 中央ラボによる試薬の一括調達・配布システムを確立する。 

3)-4 試薬の一括調達・配布システムガイドラインを作成し周知する。 

3)-5 水質検査業務の記録を標準化する。 

3)-6 水質検査結果の記録を標準化する。 

3)-7 定期的（毎月）な報告書（月報）の標準様式を作成する。 

3)-8 同報告書（月報）により地方ラボの業務をモニタリングする。 

3)-9 ラボ排水・廃棄物マネジメントガイドラインを作成し改訂する。 

4) 機材維持管理方法を改善する。 

4)-1 機材台帳を統一フォーマットにより標準化する。 

4)-2 機材使用簿を統一フォーマットにより標準化する。 

4)-3 （委託業者が行う）検査機器定期保守の実施支援を行う。 

4)-4 機材維持管理ガイドラインを作成・改訂する。 

5) 年報を編纂する。 

6) 業務手順書/ラボ運営ガイドラインを作成し改訂する。 

【指標】 

• 職務規定が 2008 年 9 月までに明文化される。 

• 正確な月報が遅滞なく提出される。 

• 業務手順書/ラボ運営ガイドラインが策定される。 

 

【アウトプット 3】 

水質モニタリングの手順が決定される。 

【活動】 

1) 中央ラボにおいて水質モニタリングを試行する。 

1)-1 地方における水質サンプル採取の現状を確認する。 

1)-2 サブ・アシスタント・エンジニアによるサンプル採取方法に関する研修を計

画する。 

1)-3 地方ラボ・スタッフに対し、サンプル採取に関するトレーナーズ・トレーニ

ング（TOT）を実施する。 

1)-4 ユニオン・ベース・モニタリングの水源のうちの一定数のサンプルの水質に

ついてクロスチェックを行う（(2)-5 及び(2)-6 を参照）。 

1)-5 パイプ給水の源水のサンプルについて水質検査を実施する。 

1)-6 包括的水質検査プロトコル（案）を策定する。 

2) 地方ラボにおいて水質モニタリングを試行する。 

2)-1 サブ・アシスタント・エンジニアに対するサンプル採取の研修を実施する。

2)-2 各ユニオンの既存水源のうちのそれぞれ 1 水源からのサンプル採取をサブ・

アシスタント・エンジニアにより実施する。 

2)-3 採取されたサンプルについて地方ラボで水質検査を実施する（ユニオン・ベ

ース・モニタリング）。 

2)-4 同サンプルの水質検査結果を記録する。 

2)-5 中央ラボによるクロスチェックのために、ユニオン・ベース・モニタリング

の水源のうちの一定数のサンプル採取を実施する。 

2)-6 同サンプルを中央ラボへ送付する。 

2)-7 パイプ給水の源水のサンプル採取を地方ラボ職員により実施する。 

2)-8 同サンプルを中央ラボへ送付する。 

【指標】 

• 水質モニタリングを行う水源のうちクロスチェックしたサンプル数がXX（注に

なる。 

• 包括的水質検査プロトコル（案）が策定される。 



 

（注１：プロジェクト開始後にベースラインを確認の上、設定する。 

 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 3.0 億円） 

• 日本人専門家（ラボラトリー運営管理、水質分析、水質モニタリング） 

• 本邦、第三国研修（2年間、各 6名を想定） 

• 機材供与（UV-VIS Spectrophotometer、ラボ備品、PC・UPS 等プロジェクト実

施に必要な機材） 

② 「バ」国側 

• C/P の配置 

• 日本人専門家に対する執務スペースの提供（プロジェクト事務所：中央ラボ）

• 予算配分（C/P に対する給与・日当等、ラボ運営予算、プロジェクト事務所の

諸経費等） 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 前提条件 

• 自然災害や治安の悪化によりプロジェクト活動が大きな影響を受けない。 

2) 成果達成のための外部条件 

• ラボ・スタッフが離職しない。 

3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

• ラボ運営経費が確保される。 

4) 上位目標達成のための外部条件 

• 包括的水質検査プロトコル（案）が「バ」国の規制・規則に反映される。 

 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

• 「バ」国においては、2004 年に「国家砒素緩和政策及び実行計画」が承認され、安全な飲

料水供給のための水質検査の重要性が認識されている。 

• 「バ」国においては、体系的な水質検査体制は構築されておらず、国民に安全な飲料水を

供給するための基本的条件として公共機関による水質検査体制の強化の必要性が高い。同

水質検査については、DPHE が中央及び全国の地方に水質検査ラボを有しており、中核的な

役割を担うものとして位置づけられる。 

• 砒素対策を契機として多数のドナー支援プロジェクトが実施されてきており、現在は、よ

り広い視点から安全な飲料水供給のためのプロジェクトにより多くの水源の設置が継続し

ている。そのため、水質検査に対する現実的な需要が高い。 

• 我が国の「砒素汚染対策セクター援助方針」に水質検査体制の整備・確立が明記されてお

り、整合性が確保されている。 

• プロジェクト目標を達成するための、①ラボ・スタッフの水質検査能力向上、②ラボ業務

の運営管理能力の改善、③水質モニタリングの試行は、明確であり、かつ、DPHE の現状に

即した妥当なアプローチといえる。 

• 「バ」国における水質検査の重要性は減じることはなく、かつ、安全な飲料水供給のため

の水質検査に対する需要も減少することはないと予測される。 

 

（２） 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込まれる。 

• 「DPHE の水質検査及び水質モニタリング実施の能力が向上する。」というプロジェクト目標

は明確であり、これまでのドナー支援によるラボ施設及び資機材の整備、並びに、ラボ・

スタッフの基本的なトレーニングの実施、既存の地方ラボの活動実績等を勘案すると、本

プロジェクトの目標として妥当な水準である。 

• DPHE が策定した Medium-term Operational Plan for Strengthening Water Quality 



Monitoring and Surveillance in Bangladesh をベースとしたものであり、かつ、現地調査、

一連の「バ」側との協議、参加型 PCM ワークショップを通じて形成されたものであるため、

論理的な整合性が確保されているとともにカウンターパートと十分にその内容が共有され

ている。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

• 既存施設・資機材を活用するため、本プロジェクトにおける投入は抑えられる。 

• 活動内容は、DPHE の組織体制、技術能力に見合ったものであり、アウトプット達成のため

に過不足なく検討されており、かつ、活動成果が明示されているので、適切な投入により

活動を実施しアウトプットを達成することが期待できる。 

• 対象者は、ラボ・スタッフ約 120 名であり、明確かつ適切な規模・レベルであるとともに、

研修会、OJT、QA/QC 活動、等の実施を通じた人材育成及び仕組み作りに焦点を当てており、

また、水質モニタリングに関しては現実的かつ効果的な試行を行うこととしているため、

投入と活動及び成果の関係が適切である。 

• ケミスト等ローカル・リソースの活用により、「バ」国の事情に即した実践的かつ効率的な

プロジェクトの実施が期待できる。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測される。 

正のインパクト 

• 安全な飲料水の供給は、「バ」政府及びドナー機関の大きな関心事であり、そのための水質

検査の重要性は高く、「バ」政府も DPHE 中央ラボ、地方ラボに人員を新たに配置する等の

コミットメントを示していることから、プロジェクト目標達成とともに、本プロジェクト

で提言される包括的プロトコル（案）が「バ」側の規制・規則に何らかの形で反映される

ことが見込まれる。したがって、正のインパクトである上位目標の達成が見込まれる。な

お、本プロジェクトの成果を「バ」政府の政策に反映させる働きかけについては、別途上

位省庁に派遣されている砒素対策アドバイザーと連携して実施する。 

• DPHE 中央ラボ、地方ラボの能力が向上することにより、「バ」政府及びドナー支援で実施さ

れている多くの飲料水供給プロジェクトに水質管理の側面で寄与することが期待される。

 

（５） 自立発展性 

本プロジェクトは、以下の点に留意することで、プロジェクト期間終了後も継続すると見込ま

れる。 

• 「バ」側は、本プロジェクト実施に向けて、経常予算により新たな人員配置を行った。財

政的余力が限られた「バ」国においては、特筆に価する対応であり、自立発展性に対する

コミットメントが認められるとともに、少なくともラボ活動維持のための人員配置の継続

は期待される。 

• 経常予算で試薬品のための費目（Budget Code）の割当を受けるべく手続き中であり、最低

限の経常予算での運営経費の確保が期待される。 

• 本プロジェクトでは、基本的には新たな業務を追加することは意図されておらず、プロジ

ェクト成果は通常業務に内部化されることが期待される。 

• 本プロジェクトにおける取り組みを踏まえ、「バ」国の水質検査・モニタリング体制を包括

的プロトコル（案）にて提言することが想定されており、上位省庁に派遣されている砒素

対策アドバイザーと連携し働きかけを行うことで、「バ」政府の政策に反映されることが期

待される。 

• 本プロジェクトにおいて、中央・地方ラボの QA/QC 活動及びデータ共有を定着させること

で、技術レベルの確保とラボ間ネットワークの維持が期待される。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

プロジェクト活動を通じ、ラボの水質検査業務が活発になるに伴い、液性及び固形廃棄物の

排出が増大すると考えられるため、本プロジェクト活動として予定されている「ラボ排水・廃

棄物ガイドライン」作成とその遵守を通じ、ラボ周辺の環境汚染を生じさせないよう留意する



必要がある。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

（協力範囲の設定） 

• 協力範囲に関して「エジプト環境モニタリング研修プロジェクト及び関連する環境協力に

関する研究結果報告書」では、測定技術だけを移転するのか、測定技術移転を越えて、測

定結果から得られる情報の評価分析、対策・政策支援等まで協力の対象を広げるのか、時

間的な流れ、空間的な広がり、対象とする内容を吟味する重要性と、モニタリング結果を

環境保全対策や環境政策検討に活用するまでに至るような方向を目標とする必要が指摘さ

れている。 

本プロジェクトでは、「バ」国において体系的な水質モニタリング体制が確立しておらず、

水質検査の質と量的能力の向上に高い優先度が認められる状況において、技術者の育成と

持続的な検査体制の確立を協力の中心に据えている。更に、水質検査結果を、砒素汚染対

策を始めとする安全な水供給に資する対策および政策検討に活かすメカニズムの形成を視

野に入れ、「包括的水質検査プロトコル（案）」を作成し、上位官庁および関連部署へ提案、

共有することとしている。 

（技術移転効果を高める工夫） 

• タンザニア国「キリマンジャロ農業技術者訓練センター」において研修会開催後の参加者

のフォローアップとそれによる研修内容の改善の重要さが指摘されている。本プロジェク

トでは Off-JT（研修会）と OJT（QA/QC 活動および巡回指導）の組み合わせにより、研修効

果・効率を高めるよう計画する。 

（持続性の確保） 

• 「バ」国では、ドナー支援によるプロジェクトの終了とともに、「バ」国政府による各種措

置が解かれるため、実施機関の人材や予算の不足が生じ、プロジェクトで実施されていた

業務が継続されない例が見られる。我が国は、無償資金協力実施段階から「バ」国におけ

る水質検査体制構築に必要な職員の恒常的な配置を求め、「バ」政府の正式な増員決定を踏

まえた上で本プロジェクトの事前調査を実施している。また、ラボの運営・維持管理につ

いても、必要経費の確保をはじめとする検査活動の継続性を保つための体制づくりについ

て働きかけを行ったうえで、事前調査を実施した。事前調査時において実施機関が検査実

施経費の経常予算化手続きを開始したことを確認し、本プロジェクト中においても成果 2

の達成を通じて更なる検査事業・体制の持続性の向上を図るものとする。 

８．今後の評価計画 

• 中間評価：プロジェクトの中間地点（2009 年 12 月を想定）を目途に実施する。 

• 終了時評価：プロジェクト終了前 6ヶ月前後（2010 年 12 月を想定）を目処に実施する。 

• 事後評価：プロジェクト終了後 3年後を目処に実施する。 

 

 


